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原著論文

三重県中部地域の原木市売市場における買い方の取引特性

The trading characteristic in a log auction market in central Mie Prefecture

石川智代 1)*・野村久子 2）

Tomoyo Ishikawa1)* and Hisako Nomura2）

要旨：本研究では，原木市売市場を中心としたサプライチェーンの構築に向けて，三重県中部地域に

ある原木市売市場で市売り調査を行った．原木取引を行った買い方の数は競り市開催月によって増減

し，取引した買い方数と原木の平均落札単価との間にはほとんど相関関係がなく，価格の自由競争が

不活性化していると考えられた．また，買い方の市場利用頻度と原木取引量の関係から，多くの買い

方の取引は小規模で，必要な時に必要な材を調達できるストックヤードとして原木市売市場を利用し

ていることが示唆された．当地域の原木市売市場を中心としたサプライチェーンの構築には，小規模

需要者へのきめ細かな対応が不可欠であると考えられた．

キーワード：原木市売市場，落札単価，小規模な原木需要

Abstract: For creating a wood supply chain centering at a log auction market, we researched log trading in a log 
auction market in central Mie Prefecture. The number of successful bidders varied with the month. However, 
there was little correlation between the number of successful bidders and the average monthly log price. There-
fore, it is suggested that the free price competition in log auction is inactivated. In addition, the relationship be-
tween the frequency of log auction market use and trading volume per a successful bidder showed that many 
trades are small-scale and the log auction market is used as a stockyard to be able to buy logs as needed. In con-
clusion, it is essential that there is detailed support for small-scale wood consumers in the study area.
Key Word: log auction market, log price, small wood demand

はじめに

日本の森林資源は，人工林面積全体の約半数が10齢級以上の利用期を迎えており，この人工林を中

心に増加した森林蓄積は，平成28年度末時点で52億4千万m3となった（林野庁2018a）．近年，この

森林資源の充実を背景に国産材製材工場の大規模化，集成材工場や合板工場における外材から国産材

への原料転換が相次ぎ（遠藤2018），拡大する国産材需要に応じた安定的かつ効率的な原木調達が課

題となっている（林野庁2018b）．そのため，林野庁は2019年度の林業成長産業化総合対策において，

川下と連携した木材の安定供給や，川上から川下までが連携した生産・加工・流通コストの一体的な

削減を進める取組に対する総合的な支援を打ち出している．
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三重県においても地域林業・木材産業の成長産業化を進めるために，A材の需要拡大に向けた取組

の一環として，原木の調達から製造，流通，販売に至るまでの流れに参加する事業者間で情報を共有・

管理して木材流通の全体の最適化を目指す「サプライチェーン」の構築を目指している．原木市売市

場は，多数の林家や素材生産業者と製材工場とを結び付ける場であり，物や情報が一点に集まること

による流通の合理化・集約化や自由競争による価格形成，金融機能を持ち合わせている（前田・佐藤

2006）．そのため，市況の動向を分析し，集荷能力を活用することで，効率的で安定的な原木供給体制

の要として機能することが期待される．

そこで，本研究では，原木市売市場を中心としたサプライチェーンの構築に向けて解決すべき課題

を明らかにするため，三重県松阪市内にある原木市売市場を対象として，原木競り取引の実態調査を

行い，原木市売市場で原木調達を行う買い方の取引特性を分析した．

調査対象市場と調査方法

1. 調査対象市場の概要

調査対象は，三重県松阪市内の4つの浜問屋で構成される複式の原木市売市場とした．松阪市を含

む三重県中部地域は，吉野林業から影響を受けた密植多間伐造林地帯が背後にあり，豊かな森林資源

と結合した木材の山元的生産地で，小規模な製材工場が集積する木材の集散地として発展した（藤田

1967；寺下1978）．また，浜問屋の社史によれば，昭和年代に原木集荷範囲を近隣県から九州や四国

まで積極的に拡大したために県外材への依存度が強くなったとされ，現在も他府県から多くの荷主や

買い方が集まる状況が続いている．2001年からは製品市場や，プレカット，内装材などの工場，販売

センター等とともに国産材コンビナートを構成する形で操業している．

原木競り市は，毎週1回通常市が開催され，そのうち月に1回が特別市として開催される．市場関係

者への聞き取りによると，特別市は荷主，買い方ともに県外業者の参加が増えるため，通常市と比較

して原木取扱量も取引額も大きくなり，取引材積は通常市の4倍程度，取引額は5倍程度となる．さら

に，4月の特別市は周年市として集荷が強化されるため，ほかの月の特別市と比較して取扱材積，取

引額ともに大きくなる．また，出荷される原木の樹種は，スギとヒノキがほぼ同じ割合で取扱材積全

体の99％を占め，その他の樹種は1％に満たない．

2. 調査方法

本研究では，特別市で行われたスギとヒノキの原木競り取引を対象に全数調査を実施した．調査を

実施した特別市は，スギは2017年5月から12月に開催された8回と2018年4月から12月に開催された

9回，ヒノキは2017年4月から12月に開催された9回と2018年4月から12月に開催された9回とした．

調査項目は以下のとおりで，特別市の開催当日に取引伝票（写真 -1）及び落札結果が書かれた素材木

口面（写真 -2）をデジタルカメラで静止画または動画に記録し，集計した．なお，調査時に伝票が添

付されていない素材については，木口面から得られる情報（整理番号，樹種，径級，落札単価など）

を集計した．調査期間を通じて，スギ6,946取引とヒノキ8,504取引に関するデータを得た．

 1）取引伝票

整理番号，荷主番号，樹種，規格，材長（m），径級（cm），本数（本），材積（m3）

 2）素材木口

整理番号，買い方番号，落札単価（千円 /m3）
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三重県では，2014年から2016年にかけてC，D材の需要先となる木質バイオマス発電所が稼働し，

2018年4月には国産材大型合板工場が稼働してB材の大型需要が確保された．その結果，従来の主流

であったA材の需要と合わせると，県内で原木のカスケード利用が完結できる環境が整った．しかし，

住宅工法の変化に伴う役物柱など優良製材品の市場縮小に合わせて，A材やさらに高品質な特A材の

需要が縮小しており（遠藤2018），原木市売市場へ出荷した材は誰かが買ってくれるという「プロダ

クトアウト型」のままではA材需要の拡大は非常に難しい．縮小された市場で販売，流通を確保して

いくためには，サプライチェーン構築による流通コストの削減とともに，川上側が川下側の求める原

木を適時・適量で供給する「マーケットイン型」への転換が必要（植松ら2001；笠松2018）と考えら

れる．そのため，原木市売市場への依存度が高い当地域では，素材生産と原木消費を結ぶ原木市売市

場が，買い方の要望や市況データを分析して川上側へ需要情報を提供し，原木需給をマッチングさせ

る役割を担うことが望まれる．

近年，国産材を原料とする大規模な製材工場が全国各地で稼働し，その大型需要に対して量的な解

決を図るための大規模な木材のサプライチェーンが地域ごとに構築されている（遠藤2018）．一方で，

中小規模のサプライチェーンを構築して消費者の細かいニーズに対応し，木材の付加価値を高める取

組を進める地域もあり（足立ら2016），様々な規模で木材流通の合理化・効率化を進める動きが広がっ

ている．今後も，さらなる林業・木材産業全体の連携強化や，情報通信技術（ICT）の利活用による

徹底した木材生産・流通の効率化が必要とされており（林野庁2018b），木材のサプライチェーンの構

築により適時・適材・適量の原木供給に取り組む他府県産材に対抗する競争力をつけるためにも，当

地域の特徴である少量多品目に適した原木のサプライチェーンの構築が必要とされる．
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